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代表者

千円 県出資額 千円 県出資比率

合計 県職員 県退職者 合計 県職員 県退職者 左記以外の者

11 1 1 11 1 1 9

1 0 1 1 0 1 0

10 1 0 10 1 0 9

5 0 1 5 0 1 4

令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度

0 0 0 0 0 0

80,147 78,942 81,690 0 0 0

0 0 0 0 0 0

令和3年度 令和4年度

決算額(千円) 予算額(千円)

① 1,843 2,300 補助金

② 79,847 81,847 補助金

③

④

⑤

０９８５－２９－５２８８ ホームページ
https://miyazaki-shigaku.com/

設立年月日 昭和59年2月14日 理事長　佐藤　和秀 県所管部・課
総合政策部

みやざき文化振興課

令和4年度 公社等経営評価シート
（対象期間：令和3年4月1日～令和4年3月31日）

概

　

　

　

要

名　称 公益財団法人宮崎県私学振興会 所在地 宮崎市瀬頭２丁目５番２号

電話番号

改

革

工

程

内容 令和2年度 令和3年度 令和4年度

①公社等のあり

方見直し

総出資額 425,838 196,755 46.2%

設立目的
　宮崎県内の私立学校（私立小学、中学、高等学校、私立幼稚園及び私立の専修学校・各種学校を含む。以下同
じ。）が、相互に連携・協調して私立学校教育の充実及び振興を図るための事業を行い、もって、本県の教育文化の
高揚に資することを目的とする。

②

公

社

等

の

経

営

見

直

し

経営・事

業運営改

善

退職手当資金給付事業

に係る積立金の健全化

退職手当資金給付事業の給

付要件の見直し、給付率の

引き下げを行い、資金の安

定運営を図った。

・退職手当資金の適正かつ確実な資
金運用を行うため、新たに規程を制
定した。
・新たに財政再計算を５年毎に実施
する規定を設けた。

退職手当資金の適正な負担
金を検討するため財政再計
算を実施し、安定した事業
の運営を図る。

財務改善 管理経費の圧縮・削減

特記事項 　

人件費を含む管理費の縮減

に努め、財務内容の改善を

図った。

　事務改善に取り組むとともに、会

議費、消耗品費の節減などに努め

た。

　事務の改善、効率化を更

に進め、財務内容の向上を

図る。

組織等適

正化

左記以外の者

役員数　 9

常　勤 0

県の損失補償契約等
に基づく債務残高

県交付金・負担金・
出資金

県職員人件費

（県支給分）

④情報公開推進
ホームページによる情

報公開

　ホームページの更新をタ

イムリーに行い、引き続き

適切な情報公開を行った。

　適時の情報公開を行うとともに、

ホームページのＳＳＬ化を実施し、

セキュリティを強化した。

引き続きホームページの有

効活用、適時の情報提供に

努める。

③

県

と

公

社

等

の

関

係

見

直

し

人的支援

見直し

財政支出

見直し

その他の県からの支援等

主

な

県

財

政

支

出

の

内

容

事業名 事業内容 種別

私立学校教育研修補助金

県

関

与

の

状

況

非常勤 9

職員数 4

財

政

支

出

等

（千円） （千円）

県委託料 県借入金残高

県補助金

人

的

支

援

（人）

令和3年度 令和4年度

私立学校の設置者及び教職員の資質向上を図り、もって教育
水準の向上に資するための研修事業に対し、研修事業経費の
１／２以内で補助金を交付する。

私立学校退職金基金事業補助金
　宮崎県私学振興会が行う退職手当資金の基金造成に対する
補助を行うことにより、学校法人等の退職手当の負担を軽減
し、私立学校等教職員の福利厚生の向上を図る。



ａ-1（新）

令和4年度 令和5年度

実績値 達成度(%) 目標値 目標値

① 97.3 102.4% 95.0 95.0

② 22 169.2% 14 14

③ 0.0 #DIV/0! 0.0 0.0

令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度

679,900 616,403 660,813 5,793,950 5,843,712 5,972,971

678,633 615,961 661,696 122,571 118,531 114,772

1,267 442 -883 5,671,379 5,725,181 5,858,199

0 0 0 5,347,069 5,396,389 5,526,531

0 0 0 460 1,672 341

0 0 0 5,346,609 5,394,717 5,526,190

1,267 442 -883 446,881 447,323 446,440

19,776 21,043 21,485 425,838 425,838 425,838

21,043 21,485 20,602 425,838 425,838 425,838

0 0 0 0 0 0

425,838 425,838 425,838 21,043 21,485 20,602

425,838 425,838 425,838 1,140 2,418 2,326

446,881 447,323 446,440 0 0 0

令和4年度 令和5年度

実績値※ 達成度(%) 目標値 目標値

7.8 78.0% 10.0 10.0

※ 令和3年度 実績値の算式

29,293 111.2% 33,000 33,000

※ 令和3年度 実績値の算式

0.0 #DIV/0! 0.0 0.0

※ 令和3年度 実績値の算式

実

施

事

業

①教育研修事業
　研修会の主催、全国団体等が主催する研修への派遣、県内の私学団体が実施する教育研修事業への補助
②魅力ある学校づくり事業
　外国人講師招致助成・教育設備近代化促進助成
③退職手当資金給付事業
　退職手当に要する資金の給付
④事務受託事業
　県内の私学団体の事務受託
⑤融資斡旋事業
　施設設備に係る長期資金の斡旋、学校等運営に必要な短期資金の斡旋
⑥利子補給金補助事業
　過去に実施した融資斡旋事業に係る利子補給

活

動

指

標

指標名 算式（単位）
令和3年度

目標値

研修参加者満足度
研修後アンケートによる平均満足度
（ポイント）

95.0

魅力ある学校づくり助成
利用件数

（件） 13

0 0 0.0

　流動資産

　当期経常増減額 　固定資産

　　経常外収益 負債

　　経常外費用 　流動負債

指標の設定に関する
留意事項

　

財

務

状

況

　　　　　　　　　正味財産増減計算書　　　　（千円） 　　　　　　　　  貸借対照表　　  　　　　（千円）

　　経常収益 資産

　　経常費用

一般正味財産期末残高 （うち基本財産への充当額）

　当期指定正味財産増減額 （うち特定資産への充当額）

指定正味財産期首残高 　一般正味財産

　当期経常外増減額 　固定負債

　当期一般正味財産増減額 正味財産

一般正味財産期首残高 　指定正味財産

指定正味財産期末残高 （うち基本財産への充当額）

正味財産期末残高 （うち特定資産への充当額）

※千円未満を四捨五入して表示しているため、合計の金額と一致しない場合があります。

財

務

指

標

指標名 算式（単位）
令和3年度

目標値

③
0 0 0.0

0

指標の設定に関する
留意事項

　

①
自己収入比率

基本財産運用益＋自己収益＋自主事
業収益／経常費用計（退職手当資金
費、退職事業引当金繰入額及び退職
給付費用を除く。）×100％

10.0

(2,633千円＋0千円＋99千円)／34,827千円×100

②
管理費額 （千円） 33,000

0

直近の県監査

の状況
令和３年度財政援助団体等監査（令和３年11月9日）を受けた結果、指摘事項はなかった。
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改革工程 活動内容 財務内容 組織運営 改革工程 活動内容 財務内容 組織運営

Ｂ Ｂ Ｂ Ａ Ｂ Ｂ Ｂ Ａ

公社等改革
推進委員会
三次評価

　活動内容については、魅力ある学校づくり助成利用
件数は目標を大きく上回っており、研修参加者満足度
も目標を上回っていることから、評価できる。
  財務内容については、退職手当資金給付事業の円滑
な実施のため事務改善を図ったことは評価できるが、
自己収入比率の指標が目標値を下回っており、より効
率的・効果的な運営が求められる。
　私立学校教育の振興のため、引き続き私立学校の
ニーズを踏まえて研修等を実施していくとともに、退
職手当資金給付事業を安定的に運営していくことが求
められる。

総

合

評

価

公社等

自己評価

　研修事業においては、長引くコロナ禍で、規
模縮小や中止も相次いだが、時宜にかなった
テーマ設定に努め、教職員の資質向上を図っ
た。
　退職手当資金給付事業においては、迅速かつ
正確な給付を行うとともに、関係規程見直しに
よる事務の合理化に努めた。
　今後も適時的確な公益事業の展開、ホーム
ページを活用した積極的な情報提供に努める。

県所管部課

二次評価

　研修事業においては、令和２年度よりも新型コロナ
ウイルス感染症感染拡大に伴う行動制限の期間が長
かった中で、創意工夫をこらし、例年と同じ規模・内
容の研修を実施し、参加者の高い評価を得ている。
　また、教育現場のトレンドを捉えるべく、ICTの研
修や助成事業を行う等、活動内容は高く評価できる。
　財務面においても、退職手当資金給付事業の適正な
実施のため、新たに規程を定める等、事務の合理化に
よる改善に努めている。

評価 (Ａ.良好､Ｂ

ほぼ良好､Ｃやや課題

あり、Ｄ課題多い)

評価 (Ａ.良好､Ｂ

ほぼ良好､Ｃやや課題

あり、Ｄ課題多い)

目　標

達成度

0% 50% 100% 150% 200%

活動指標①

活動指標②

活動指標③

財務指標①

財務指標②

財務指標③


